個人番号を利用した情報連携の本格運用が開始されました
共済組合では、組合員とその被扶養者の個人番号を取得していますが、短期給付事務において、個人番号を利用した情報連携の本格運用が開始されました。
情報連携とは、各種事務手続きで提出する必要があった住民票などの書類を省略できるように、専用のネットワークを用いて、異なる行政機関の間で個人番号から生成された符号をもとに情報のやり取りをすることです。
情報連携の本格運用開始後は、共済組合で特定個人情報の提供を受けることができるため、被扶養者申告書や短期給付の支給決定等の際に必要となる以下の書類について、提出が省略可能となりました。
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省略可能となる添付書類


・住民票


・課税（非課税）証明書（※）


・源泉徴収票（※）





（※）認定対象者本人の同意が必要となります。


（注）状況確認のため、必要に応じて書類の提出を求めることがあります。








